
資料－８

海岸関係の評価項目調書





海岸事業の再評価項目調書 

 事 業 名 （箇 所 名 ）  直轄海岸保全施設整備事業（広島港海岸） 

実 施 箇 所 広島県広島市、安芸郡海田町 

該 当 基 準 再評価実施後一定期間（3年間）を経過している事業 

主 な 事 業 の 諸 元 護岸（改良）、堤防（改良）、陸閘 

事 業 期 間 事業採択 平成17年度 完了 平成32年度 

 総 事 業 費 ( 億 円 )  183  残 事 業 費 ( 億 円 )  67 

目 的 ・ 必 要 性 高潮による浸水や、大規模地震後の液状化とそれに伴う堤体変状、および津波による被害の
軽減を図るため、護岸（改良）、堤防（改良）等を整備する。 

 便 益 の 主 な 根 拠 浸水面積：444ha 

浸水戸数：9,185戸 

浸水区域における一般資産等評価額：3,382億円 

事 業 全 体 の 

投 資 効 率 性 

基準年度 平成26年度 

B：総便益(億円) 4,069 Ｃ：総費用(億円) 201 全体Ｂ／Ｃ 20.3 

 B－Ｃ 3,868  ＥＩＲＲ(%) 52.8 

残事業の投資効率性 B：総便益(億円) 482 Ｃ：総費用(億円) 60 継続Ｂ／Ｃ 8.1 

 感 度 分 析  事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需    要（-10％～+10％） （18.2～22.3） （7.3～8.9） 
 建 設 費（+10％～-10％） （19.7～20.9） （7.4～9.0） 
建設期間（+10％～-10％） （20.3～20.3） （8.0～8.3） 

 事 業 の 効 果 等 高潮による浸水被害を軽減することが可能となる。また、地震による海岸保全施設の沈下等
の変状を抑制し、地震後の津波や高潮による浸水被害を軽減することが可能となる。 

 社会情勢等の変化 ・広島県が南海トラフ地震等による津波浸水想定図を公表。（平成25年3月） 

・広島沿岸海岸保全基本計画の変更。（平成26年9月） 

 主な事業の進捗状況 総事業費183億円、既投資額117億円。平成26年度末時点 事業進捗率64％ 

 事業の進捗の見込み 平成32年度に整備完了予定 

コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

既設護岸の改良に伴い発生する捨石、土砂を資材として再利用することでコストを縮減。 

 対 応 方 針 （原 案 ）  継続 

 対 応 方 針 理 由  効率的な事業の実施を図ることにより、十分な投資効果があると判断されるため。 

 そ の 他 （その他の指標による効果） 

・人的被害の軽減 

・背後地域住民の精神的被害の軽減 
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岸
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６
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 １
．
事
業
位
置
図

 

 ２
．
過
去
の
高
潮
被
害

 

 ３
．
事
業
の
概
要

 

 ４
．
直
轄
事
業
実
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緯
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．
広
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 ６
．
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 ７
．
コ
ス
ト
縮
減

 

 ８
．
事
業
費
増
、
事
業
期
間
延
伸
の
要
因

 

 ９
．
便
益
増
の
要
因

 

1
0
．
今
後
の
対
応

方
針
（
原
案
）
 

1
1
．
前
回
評
価
時

と
の
比
較

 

広
島
港
海
岸

 直
轄
海
岸
保
全
施
設
整
備

事
業
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府 中 大 川 

太 

田 

川 

天 

満 

川 

旧 

田 

川 

太 

川 

元 安 

広
島

湾
 

広
島

市
 

 
広
島
港
海
岸
は
、
地
形
的
に
南
向
き
で
、
概
し
て
地
盤
高
も
低
い

 

こ
と
か

ら
、
高
潮
の
被
害
を
度
々
蒙
っ
て
い
る
。

 

 
太
田
川
の
デ
ル
タ
地
域
に
発
達
し
た
市
街
地
は
埋
立
等
に
よ
り

 

発
展
し
て
き
た
歴
史
を
持
ち
、
地
震
に
対
し
て
脆
弱
な
地
域
で
あ
る
。

 

中
央
西
地

区
 

広
島

港
海

岸
 

広
島
市
 

広
島

県
 

１
．
事
業
位

置
図

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

 
 

 
 
凡

例
：

 
河

川
直

轄
整

備
区

間
 

河
川

補
助

計
画

区
間

 
海

岸
直

轄
整

備
区

間
 

海
岸

補
助

計
画

区
間

 
船

越
 

矢
野

 

中
央
東
地

区
 

観
音

 
江

波
 

吉
島
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◆
広
島
県
に
お
け
る
高

潮
被

害
 

 
 太

田
川
の
デ
ル
タ
地
域
に
発
展
し
た
広
島
市
付
近
の
沿
岸
域
は
人
口
や
資
産
が
集
中
し
て
い
る
が
、
台
風

 
 に

伴
う
高
潮
の
常
襲
地
帯
で
あ
り
、
広
範
囲
に
お
よ
び
度
々
被
害
を
受
け
て
き
た
。

 
 

 近
年
で
は
、
平
成

3
年
の
台
風

1
9
号
来
襲
時
に
広
島
港
の
既
往
最
高
潮
位
を
更
新
し
、
記
録
的
な
被
害
を

 
 も

た
ら
し
た
。
ま
た
、
平
成

1
6
年
の
台
風

1
6
号
お
よ
び

1
8
号
も
、
広
島
県
下
に
多
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
た
。

 

発
生

年
月

日
 

台
風
名

 

広
島
県
下

の
被

災
状

況
 

気
象

・
海

象
状

況
 

死
 

者
 

(
人
)
 

床
上
浸
水

 
(
棟
)
 

床
下

浸
水

 
(
棟

)
 

最
高

潮
位

 
(
C
.
D
.
L
.
+
m
)
 

最
大

瞬
間

 
風

速
(
m
/
s
)
 

1
9
4
5
.
9
.
7
(
S
2
0
)
 

枕
崎
台
風

 
2
,
5
5
8
 

2
4
,
1
6
8
 

2
8
,
3
5
8
 

－
 

4
5
.
3
 

1
9
5
2
.
1
0
.
1
4
(
S
2
6
)
 

ル
ー
ス
台

風
 

1
6
6
 

5
,
7
2
6
 

1
7
,
8
6
3
 

－
 

4
9
.
0
 

1
9
9
1
.
9
.
2
7
(
H
3
)
 

台
風
1
9
号

 
6
 

3
,
0
0
5
 

9
,
1
6
2
 

4
.
7
6
 

5
8
.
9
 

1
9
9
9
.
9
.
2
4
(
H
1
1
)
 

台
風
1
8
号

 
5
 

1
4
1
 

1
,
0
3
3
 

4
.
7
1
 

4
9
.
6
 

2
0
0
4
.
8
.
3
0
(
H
1
6
)
 

台
風
1
6
号

 
0
 

1
,
3
7
9
 

5
,
7
9
9
 

4
.
7
4
 

2
8
.
0
 

2
0
0
4
.
9
.
7
(
H
1
6
)
 

台
風
1
8
号

 
5
 

8
6
0
 

3
,
1
2
8
 

4
.
6
1
 

6
0
.
2
 

2
0
0
5
.
9
.
6
(
H
1
7
)
 

台
風
1
4
号

 
0
 

2
4
0
 

1
,
7
4
1
 

－
 

3
2
.
1
 

2
0
0
7
.
8
.
3
(
H
1
9
)
 

台
風
5
号

 
0
 

1
 

1
0
2
 

－
 

2
5
.
0
 

広
島
港
の
既
往
最
高
潮
位

を
更
新
、
記
録
的
被
害
 

広
島
港
海
岸
に
お
い
て
 

多
大
な
被
害
 

※
 
潮

位
は

広
島

港
、
風
は
広
島
地
方
気
象
台
の
記

録
を
示
す

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
※

 
最

高
潮

位
（
換

算
）
 C

.D
.L
＝

T.
P＋

1.
84

ｍ
 

※
 
 出

典
：

広
島

県
H
P 

２
．
過
去
の

高
潮
被
害
①

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
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２
．
過
去
の

高
潮
被
害
②

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

◆
平
成

1
6
年
台

風
1
8
号

に
よ
る
被

害
状

況
 

 
 
平
成

1
6
年
の
台
風

1
8
号
で
は
、
高
潮
に
よ
る
浸
水
に
加
え
、
護
岸
の
倒
壊

等
も
あ
り
、
浸
水
被
害
が
拡
大
し
た
。

 

 

平
成

1
6年

台
風

18
号
に
よ

る
浸
水

状
況
図
 

江
波
 

観
音
 

吉
島
 

※
 
出

典
：
広

島
市

H
P 
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◆
事
業
の
概
要

 
・
事
業
区
間

 
 
：
 
総
延
長
１
２
．
６

km
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
護
岸

:1
0
.2

km
,堤

防
:2

.4
km

,陸
閘

:1
基
）
 

 
（
中
央
西
地
区
（
観
音
･江

波
･吉

島
）
、
中
央
東
地
区
（
船
越
･矢

野
）
）
 

・
設
計
高
潮
位

 
：
 

T
.P

.+
4
.2

2
m

 
・
事
業
期
間

 
 
：
 
平
成
１
７
年
度
～

平
成
３
２
年
度

 
・
事

 
業

 
費

 
 
：
 
１
８
３
億
円

 
・
事
業
進
捗
率

 
：
 
約
６
４
％

 

◆
事
業
の
目
的

 
 
高
潮
に
よ
る
浸
水
被
害
や
、
大
規
模
地
震
後
の
津
波
に
よ
る
被
害
の
軽
減
を
図
る
た
め
、
護
岸
や
堤
防
等

 

 
を
整
備
す
る
。

 

中
央
西
地

区
 

中
央
東
地

区
 

地
区

 
浸
水
面
積

(h
a)

 
浸
水
区
域
内
人
口
（
人
）

 

中 央 西
 

観
音

 
12

4.
3 

60
 

江
波

 
37

.3
 

4,
39

6 

吉
島

 
10

2.
2 

8,
87

2 

中 央 東
 

船
越

 
8.

5 
60

7 

矢
野

 
17

1.
8 

6,
80

0 

合
 
計

 
44

4.
1 

20
,7

35
 

３
．
事
業
の

概
要

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

平
成

26
年

度
迄

整
備

済
箇
所

 
整

備
中

箇
所

 
平

成
27

年
度

以
降

整
備

箇
所

 

観
音

 

矢
野

 
江
波

 

吉
島

 

船
越
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□
 
天
端
高
の
不
足

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
港
湾
海
岸
に
お
け
る
高

潮
対

策
が
遅

れ
て
お
り
、
計

画
天
端

高
に
満
た
な
い
施

設
が

多
数

あ
る
た
め
、
高

潮
浸

水
 

 
被
害
の
発
生

リ
ス
ク
が

高
い
。
（
平
成

１
６
年
１
８
号

台
風

に
よ
り
甚
大

な
被

害
発
生

）
. 

        □
 
地
震
に
よ
る
堤
体
変
状
の
懸

念
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

5
0
年
以
内

に
8
0
～

9
0
％

程
度

の
確
率
で
発
生
す
る
と
予
測

さ
れ

て
い
る
東
南
海

・
南

海
地

震
に
よ
り
、
既

存
施

設
に

 

 
著
し
い
変
状
が

生
じ
、
地

震
後

の
津
波
に
よ
る
甚
大

な
被
害

の
発
生

が
危
惧

さ
れ

る
。

 

  

４
．
直
轄
事

業
実
施
の
経
緯

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

平
成

１
７
年

度
よ
り
、
直

轄
事

業
と
し
て
広

島
港

海
岸

（
中

央
西

、
中

央
東

地
区

）
の

 
高

潮
、
地

震
に
よ
る
堤

体
変

状
及

び
津

波
へ

の
対

策
を
実

施
。
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 ・
平

成
2
3
年

3月
11

日
に
発
生
し
た
東
北
地
方

太
平

洋
沖
地

震
お
よ
び

 
津

波
に
よ
り
、
東

北
地
方
沿
岸
に
甚
大
な
被

害
が
発

生
し
た
。

 
・
こ
れ

を
契

機
と
し
て
、
内
閣
府
よ
り
南
海
ト
ラ
フ
の

巨
大

地
震
に
よ
る
津

 
波

高
・
浸

水
域

等
が
平
成

2
4年

8月
に
公
表
さ
れ

た
。

 
・
広

島
県

で
は

、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
に
よ
る
津
波

浸
水
想

定
図
を
作

成
 

し
、
平
成

2
5
年

3
月
に
公
表
し
た
。

 
・
現

計
画

で
防

護
対
象
と
し
て
い
る
の
は
高
潮
の
み

で
、
津
波

は
考

慮
さ

 
れ

て
い
な
い
こ
と
か

ら
、
津
波
に
対
す
る
整
備

水
準
を
設

定
す
る
必

要
が
あ
る
。

 

 ・
平

成
1
6
年

台
風

1
6号

及
び

1
8
号
と
い
っ
た
既

往
最
高

潮
位
を
更

新
(福

山
、
呉

)す
る
よ
う
な
著
名
な
台
風
が
来
襲
し
、
甚
大
な
高
潮
被
害

が
発

生
し
た
。

 
・
平

成
1
8
年

度
に
計

画
高
潮
位
を
改
訂
す
る
と
と
も
に
、
同
年

度
、
確
率

風
速
の

見
直
し
（「
中
瀬

戸
海
域
沖
波
推
算
調
査

 
波
浪
推
算
マ

ニ
ュ
ア
ル

 H
1
8
.1

0
」
）が

実
施
さ
れ
た
。

 
・
高

潮
に
対

す
る
整
備
水
準
に
、
見
直
し
後

の
設
計

高
潮
位

、
確

率
風

速
等
を
反

映
さ
せ

る
必

要
が
あ
る
。

 

①
津

波
対
策
へ

の
対

応
 

②
高

潮
災
害
の

再
発

防
止

 

H
2
3
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
よ
る
津
波

 

■
東
北
地
方
太

平
洋

沖
地

震
を
踏

ま
え
た
①

津
波
対

策
の
対

応
、
近
年
の

台
風
災

害
を
踏

ま
え
た
②

高
潮

災
害

の
再

発
防
止
等
の

必
要

性
を
鑑

み
、
計

画
の

変
更

を
行
っ
た
。

 

５
．
広
島
港

海
岸
の
対
応
方
針

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

◆
広
島
沿
岸
海

岸
保

全
基

本
計

画
の
変

更
に
伴

う
対
応

 
 

 
 

 

●
広
島
沿
岸
海
岸
保
全
基
本
計
画
変
更
の
内
容

 

H
2
6
.9
に
広
島
沿
岸
海
岸
保
全
基
本
計
画
が
改
訂
さ
れ
た
た
め
、
津
波
に
対
す
る
照
査
を
行
っ
た
。
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◆
費
用
便
益
比

（
B/
C
）

算
出

の
流

れ
 

 
総
便
益
Ｂ
 

総
費
用
Ｃ
 

便
益
の
算
定

 

※
 
「

海
岸

事
業
の

費
用

便
益

分
析

指
針

（
改

訂
版

）
」
（

平
成
1
6
年
6
月
 
農
村
振
興
局
・
水
産
庁
・
河
川
局
・
港
湾
局
）

に
準

じ
て

評
価

を
行

う
。

 

越
波
量
の
算
定

 
(現

況
天
端
高

) 

高
潮
浸
水
範
囲
の
算
定

 

想
定
被
害
額
の
算
定

 

年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
の
算
定

 

総
便
益
Ｂ
の
算
定

 

●
確

率
規

模
毎

に
算

出
 

 
 
（
1
0
年
確
率
波
、

2
0
年
確
率
波
、

3
0
年
確
率
波
、

 
 

 
 

4
0
年

確
率
波
及
び

5
0
年
確
率
波

の
5
段
階
で
算
出
）
 

総
事
業
費
の
算
出

 

維
持
管
理
費
の
設
定

 

総
費
用
Ｃ
の
算
定

 

費
用
便
益
比
（
Ｂ
／
Ｃ
）
の
算
出

 

６
．
事
業
の

効
果
①

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
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◆
外
力
条
件

 
  
越
波
量
を
算
定
す
る
際
の
外
力
条
件
は
、
施

設
の
計

画
外
力

を
確

率
的

に
評

価
 

 
（
1
0
年
～

5
0
年
確
率
）
し
て
設

定
し
た
。

 
    ◆
高
潮
浸
水
範

囲
の

算
定

 
 
上
記
外
力

条
件
に
つ
い
て
越

波
量
を
算

出
。
レ
ベ
ル
湛

水
法

に
よ
り
浸

水
範

囲
を
算

定
し
た
。

 

潮
位

偏
差

(
m
)
 

1
0
年
確
率

 
2
0
年
確
率

 
3
0
年
確
率

 
4
0
年

確
率

 
5
0
年

確
率

 

1
.
2
8
 

1
.
5
2
 

1
.
6
7
 

1
.
7
6
 

1
.
8
4
 

朔
望

平
均

満
潮

位
(
H
.
W
.
L
.
)
 

C
.
D
.
L
.
+
3
.
7
6
m
 

波
浪

条
件

 
各
施
設
に

お
け
る

計
画

波
浪
を
確

率
的
に

評
価

し
た

値
を

用
い

る
 

 

矢
野
 

※
 
5
0年

確
率
の
浸
水
範
囲
 

６
．
事
業
の

効
果
②

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

船
越

 
吉
島
 

江
波
 

観
音
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◆
年
平
均
被
害

軽
減

期
待

額
の

算
出

 

６
．
事
業
の

効
果
③

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
 

高
潮
に
よ
る
浸
水
範
囲
の
算
定
（
レ
ベ
ル
湛
水
法
に
よ
る
）
 

【
W
i
t
h
o
u
t
】
：
海
岸
保
全
施
設
整
備
前
 

【
W
i
t
h
】
：
整
備
後
 
被
害
無
し
 

・
浸

水
深
よ
り
被
害
率
を
把
握

 
 

 
被
害
額

 ＝
  

 
 

 
 

 
 
ﾒ
ｯ
ｼ
ｭ
資
産
額

×
被
害
率

 

・
確

率
的
に
処
理
を
行
い
、

 

 
被

害
軽
減
期
待
額
を
算
出

 

4
0年

確
率
 

 
3
0年

確
率
 

 
 
2
0年

確
率
 

 
 
 
1
0年

確
率
 
 

※
 
観
音

地
区
の

例
 

年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
（
一
般
資
産
被
害
額
）
の
算
出
 

5
0年

確
率
 

発
生
確
率

被
害
軽
減
額

（
億
円
）

区
間
平
均

被
害
軽
減
額

（
億
円
）

年
平
均

超
過
確
率

年
平
均
被
害
軽
減
額
の
累
計

（
＝
年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
）

（
億
円
）

－
0
.0

0
.9

0
0
0
0

8
0
.3

1
0
年
確
率

0
.0

5
0
0
0

2
0
年
確
率

1
7
8
.4

3
0
年
確
率

4
0
年
確
率

5
0
年
確
率

1
0
3
.4

1
0
9
.6

2
4
3
.6

5
1
0
.3

9
9
7
.0

0
.0

1
6
6
7

0
.0

0
8
3
3

0
.0

0
5
0
0

8
9
.2

2
1
1
.0

3
7
6
.9

7
5
3
.7

1
,2

4
3
.9

9
0
.8

9
7
.1

1
,4

9
0
.9

1
7
6
.5
億
円

電
気
、
ガ
ス
、
水
道
等

橋
、
道
路
、
公
園
等

一
般
資
産
被
害
額

×
0
.6

0
6
5
.8
億
円

一
般
資
産
被
害
額

×
0
.0

1
1
.1
億
円

被
害
箇
所

算
出
方
法

年
平
均
被
害
額

家
屋
、
事
業
所
等

1
0
9
.6
億
円

種
別

一
般
資
産
被
害
額

公
共
土
木
被
害
額

公
益
事
業
被
害
額

計
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H17

H19

H21

H23

H25

H27

H29

H31

H33

H35

H37

H39

H41

H43

H45

H47

H49

H51

H53

H55

H57

H59

H61

H63

H65

H67

H69

H71

H73

H75

H77

H79

H81

６
．
事
業
の

効
果
④

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

■
費
用
便
益
分
析

結
果

 
■

感
度

分
析

結
果
（
B

/
C
に
よ
る
分
析
）
 

項
 

 
目

 
事

業
全

体
 

残
事

業
 

費
用

 (
C

) 
  
2
0
1
億

円
 

 6
0
億

円
 

事
業

費
 

  
1
8
4
億

円
 

 5
4
億

円
 

維
持

管
理

費
 

  
  
1
7
億

円
 

  
 5
億

円
 

便
益

 (
B

) 
4
,0

6
9
億

円
 

4
8
2
億

円
 

純
現

在
価

値
 (
B

-
C

) 
3
,8

6
8
億

円
 

4
2
2
億

円
 

費
用

便
益

比
 (
B

/
C

) 
2
0
.3

 
8
.1

 

※
端

数
処
理
の
た
め
、
各

項
目

の
金

額
の

和
は

必
ず
し
も
合
計
と
は
な
ら
な
い
。

 
※
本
表
中
の
額
は
、
平
成

2
6
年

度
を
基

準
年

と
し
て
現

在
価
値
化
し
た
後
の
も
の
で
あ
る
。

 

要
因

 
事
業
全
体

 
残
事
業

 

+
1
0
％

 
-
1
0
％

 
+
1
0
％

 
-
1
0
％

 

便
 
益

 
2
2
.3

 
1
8
.2

 
8
.9

 
7
.3

 

事
業

費
 

1
9
.7

 
2
0
.9

 
7
.4

 
9
.0

 

事
業

期
間

 
2
0
.3

 
2
0
.3

 
8
.0

 
8
.3

 

 
 
費
用
便
益
分
析
の

結
果

 

 
 

 
○
純
現
在
価
値

(B
-
C

)=
3
,8

6
8
億
円

 
 

 
 
○
費
用
便
益
比

(B
/
C

)=
2
0
.3

 

と
な
り
、
十
分
な
投
資
効
果
が
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

 （
億
円
）
 

0
 

2
0
 

4
0
 

4
0
 

8
0
 

1
2
0
 

1
6
0
 

便益（B) 費用（C) 

事
業
期
間

 
完
成
後
の
評
価
期
間
（
5
0
年
）
 

便
益

 

費
用

 

維
持

管
理

費
 

便
益
現
在
価
値

 

事
業
費
現
在
価
値

 

2
0
0
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広
島

ボ
ー
ト
パ

ー
ク
（
中

央
西

地
区

（
吉

島
）
）
 

７
．
コ
ス
ト
縮
減

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

■
コ
ス
ト
縮
減
へ

の
対

応
 

既
設
護
岸
の
改

良
に
伴

い
撤

去
す
る
捨
石
、
土
砂

を
処
分

せ
ず
、
改
良
後

の
基
礎

捨
石

、
埋

戻
し
材

と
し
て
再

利
用

す
る
こ
と
で
、
コ
ス
ト
縮

減
を
図

っ
て
い
る
。
（
縮
減

額
20

百
万
円
）
 

【
既
設
護
岸
】
 

【
改
良
護
岸
】
 

捨
石

 
処
分
→

再
利
用

 
基
礎
捨
石

 
購
入
→
再
利
用

 

土
砂
撤
去

 
処
分
→
再
利
用

 
埋
戻
し
土
砂

 
購
入
→
再
利
用
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８
．
事
業
費

増
、
事

業
期
間
延
伸
の
要
因

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

■
住
宅
・
事
業
所
等
が
密
集
す
る
市
街

地
海
岸
の
た
め
、
住
民
・
利
用
者
等
に
配
慮
し
た
施
工
方
法
の
検
討
・
実
施

 
民
間

事
業

所
の

近
隣

で
は
事
業
が
継
続
で
き
る
施
工

手
順
を
採

用
、
住

宅
密

集
地
で
は

住
宅
へ

の
影
響
を
抑
え
た
施
工
方
法
を
採
用

 

民
有
護
岸

 

施
工

状
況

 

民
有

護
岸

 

■
既
設
護
岸
の
老
朽
化
に
対
応
し
た
工

法
・
構
造
へ
変
更

 
当
初

、
既

設
護

岸
上

へ
の
嵩
上
げ
を
計
画
し
て
い
た
が

、
既
設

の
老
朽

化
を
考
慮

し
、
低
振

動
工
法

の
採
用
や
前
出
し
断
面
へ
変
更

 
 

 

既
設
護
岸
上

の
占

用
物

件
 

密
集

す
る
係

留
船

舶
 

ク
ラ
ッ
ク
の
状
況

 鉄
筋
の
腐
食
状
況

 

施
工
前

 
施
工
後

 

基
礎
部
の
崩
壊

 

施
工
状
況
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９
．
便
益
増

の
要
因

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 

■
基
盤
地
図
情

報
の

最
新

の
デ
ー
タ
を
反

映
。

 

前
回
評
価

：
平

均
地

盤
高

＋
4
.4

6
m

 
 出
典
元
：
基
盤

地
図
情
報
（
H

2
1
.9
）
 

写
真
測
量
（
標

準
偏
差

7
0
c
m
以
内
）
を
元
に
作
成

 

今
回
評
価
：
平
均

地
盤

高
＋

4
.1

0
m

 
 出
典
元
：
基
盤
地
図
情
報
（
H

2
5
.3
）
 

航
空
レ
ー
ザ
測
量
（
標
準
偏
差

3
0
c
m
以
内
）
を
元
に
作
成

 

前
回
評
価
：
観
音
地
区

 
今
回
評
価
：
観
音
地

区
 

観
音

江
波

吉
島

矢
野

船
越

平
均

地
盤

高
差

(m
)　
今

回
評

価
－

前
回

評
価

-
0
.3

6
-
0
.3

7
-
0
.3

5
0
.0

6
0
.6

3

中
央

西
地

区
中
央
東
地
区
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①
事

業
の

必
要
性
等

の
視

点
 

１
）
事

業
を
巡

る
社

会
経

済
情

勢
等

の
変

化
 

２
）
事

業
の

投
資

効
果

 
費

用
便

益
費

（
Ｂ
／
Ｃ
）
 
＝

 
2
0
.3
（
事
業
全
体
）
 

 
 

8
.1
（
残

事
業

）
 

３
）
事

業
の

進
捗

状
況

 
◇

総
 事

 業
 費

 ：
 1

8
3
億
円

 （
既
投
資
額
：
1
1
7
億

円
）
 

◇
残

 事
 業

 費
 ：

 6
7
億
円

 
◇

事
業

進
捗

率
 ：

  
6
4
％

 
 
（
平
成

2
6
年
度
末

）
 

②
事

業
の

進
捗
の
見

込
み

 

 
【
今

後
の
対
応
方
針

（
原

案
）
】
 

上
記
①
、
②

の
各

視
点

に
よ
り
、
効
果
が

十
分

に
見

込
ま
れ

る
と
判
断

で
き
る
こ
と
か

ら
継

続
が

妥
当

 

（
１
）
再

評
価

の
視

点
 

（
２
）
海

岸
管

理
者

（
広

島
県

）
へ

の
意

見
照

会
結

果
 

＜
対

応
方

針
に
対
す
る
意
見
＞
異
存
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
 

＜
具

体
的

意
見

＞
広
島
港
海
岸
に
つ
い
て
は
、
過
去

に
大
型

台
風
に
よ
る
深

刻
な
高
潮

浸
水
被

害
が
繰

り
返
し
発
生
し
て
い
ま
す
。
ま
た
背
後
に
ゼ
ロ
メ
ー
ト
ル
市
街
地
を
抱
え

て
い
る
こ
と
か

ら
、
最
大
ク
ラ
ス
の
地
震
・
津
波
へ

の
減
災

対
策
は

重
要
な
課
題

と
認
識

し
て
お
り
ま
す
。

 
し
た
が

っ
て
、
事
業
費
の
増
額
に
つ
い
て
は
や
む
を
得

な
い
も
の
と
考

え
ま
す
が

、
引

き
続
き
、
更

な
る
事

業
費

の
精
査
を
行
い
な
が
ら
、
最
大
限
の
コ
ス
ト
縮
減
に
努
め
て
い
た

だ
く
と
と
も
に
、
早

期
完
成
に
向
け
、
確
実
に
整
備
を
進

め
て
い
た
だ
き
た
い
。

 
 

 
 

◇
平

成
2
5
年

3
月

 
 広

島
県
が
南
海
ト
ラ
フ
地
震

等
に
よ
る
津

波
浸
水

想
定
図

を
公

表
 

◇
平

成
2
6
年

9
月

 
広
島
沿
岸
海
岸
保
全
基
本
計

画
の

変
更

 

③
コ
ス
ト
縮

減
や

代
替

案
立

案
等

の
可

能
性

 
◇

既
設

護
岸

の
改
良
に
伴
い
発
生
す
る
捨
石
、
土
砂

を
資

材
と
し
て
再

利
用
す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
を
縮
減

。
 

◇
中

央
西

地
区

（
観
音
）
に
つ
い
て
は
平
成

2
3年

度
に
完

成
。
事

業
全

体
は
平

成
32
年

度
完
了
予
定
。

 

広
島

港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業

 
１
０
．
今
後
の
対
応
方
針
（
原
案
）
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事
項

 
前

回
評

価
 

（
H

2
3
 再

評
価
）
 

今
回
評
価

 

(H
2
6
 再

評
価

) 
備

 
 
考

 

事
業
期
間

 
H

1
7
～

H
2
7
 

H
1
7
～

H
3
2
 

民
有
護
岸
・
支
障
物
件
等
の
地
元
調
整
、
施
工

方
法
の
検
討
に
時
間
を
要
し
た
た
め
。

 

総
事
業
費

※
1
 

1
3
7
億

円
 

1
8
3
億
円

 
既
設
護
岸
の
現
況
調
査
結
果
等
を
踏
ま
え
、
構

造
断
面
の
変
更
が
必
要
と
な
っ
た
た
め
。

 

総
費
用

(C
)※

2
 

1
4
4
億

円
 

2
0
1
億
円

 
総
事
業
費
の
増
加
及
び
基
準
年
の
変
更
の
た

め
。

 

総
便
益

(B
) 

2
,0

0
8
億
円

 
4
,0

6
9
億
円

 
地
形
デ
ー
タ
、
浸
水
深
、
一
般
資
産
額
の
見
直

し
及
び
基
準
年
の
変
更
の
た
め
。

 

費
用
便
益
比

 

(B
／

C
) 

1
3
.9

 
2
0
.3

 ※
1 

総
事
業

費
（

デ
フ

レ
ー

タ
及

び
社

会
的

割
引

含
ま

ず
）

 

※
2 

総
費
用

及
び

総
便

益
は

、
デ

フ
レ

ー
タ

補
正

、
社

会
的

割
引

後
 

１
１
．
前
回
評
価
時
と
の

比
較

 
広

島
港
海
岸

 
直

轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
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広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業

〔費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定等資料〕
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【参考資料１】

・想定される浸水地域における一般資産、公共土木施設、公共事業等の被害が軽減できる。

〈貨幣換算が困難な効果〉

その他

〈第三者委員会の意見・反映内容〉

 広島港海岸については、過去に大型台風による深刻な高潮浸水被害が繰り返し発生しています。また背後にゼロ
メートル市街地を抱えていることから、最大クラスの地震・津波への減災対策は重要な課題と認識しております。
 したがって、事業費の増額についてはやむを得ないものと考えますが、引き続き、更なる事業費の精査を行いなが
ら、最大限のコスト縮減に努めていただくとともに、早期完成に向け、確実に整備を進めていただきたい。

コスト縮減や
代替案立案等の可能
性

既設護岸の改良に伴い発生する捨石、土砂を資材として再利用することでコストを縮減。

対応方針 継続

対応方針理由
効率的な事業の実施を図ることにより、十分な投資効果があると判断されるため。

社会経済情勢等
の変化

・平成25年3月　広島県が南海トラフ地震等による津波浸水想定図を公表
・平成26年9月　広島沿岸海岸保全基本計画の変更

主な事業の
進捗状況

総事業費183億円、既投資額117億円
平成26年度末時点　事業進捗率64%

主な事業の
進捗の見込み

平成32年に整備完了予定

7.4

）

事業の効果等

建設期間（+10%～-10%） （ 20.3 （ 8.0 ～ 8.3

（ 19.7 9.0 ）

（ 7.3 ～ 8.9 ）

（20.9 ～
感度分析

事業全体のＢ／Ｃ

～ 20.3 ）

）建 設 費（+10%～-10%）

8.1

～

残事業のＢ／Ｃ

需　　要（-10%～+10%） （ 18.2 ～ 22.3 ）

残事業の投資効率性 B:総便益(億円) 482 C:総費用(億円) 60 継続B/C

全体B/C 20.3 B-C 3,868 EIRR (%) 52.8

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成 26

目的・必要性

〈解決すべき課題・背景〉
・広島港海岸の背後地には人口や資産が集中しており、度々、台風に伴う高潮によって被害を受けてきた。また、広
島港海岸の既存施設は、概ね昭和30年～50年代にかけて整備されており、コンクリートの劣化や基礎の洗掘等、老
朽化の進行が顕著であることから、対策が必要となっている。
〈達成すべき目標〉
・本事業の実施により、高潮対策及び大規模地震後の津波により想定される浸水被害を軽減すること。
〈政策体系上の位置付け〉
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する。

便益の主な根拠

防護面積：444ha
浸水戸数：9,185戸
浸水区域における一般資産等評価額：3,382億円

年度

総事業費（億円） 183 残事業費(億円)

平成 32

67

事業期間 事業採択 平成 17 年度 完了

主な事業の諸元

中央西地区　護岸（改良）：L=6,946m、堤防（改良）：L=1,846m、陸閘：1基
中央東地区　護岸（改良）：L=3,310m、堤防（改良）：L=540m

事業名(箇所名)
事業
主体

中国地方整備局

実施箇所 広島県広島市、安芸郡海田町

該当基準 再評価実施後一定期間（3年間）を経過している事業

広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業

・人的被害の軽減

・背後地域住民の精神的被害の軽減

年度

B:総便益(億円) 4,069 C:総費用(億円) 201
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【参考資料２－１】

●費用対効果分析結果（事業全体）
34 広島 総事業費　(税込）　　 183.00 （億円) 社会的割引率 4.0%

0.86 （億円/年) 基準年 2014

高潮時便益 176.50 （億円/年) 整備開始年 2005 ＣＢＲ
整備終了年 2020 ＮＰＶ 億円

2 再評価 2070 ＥＩＲＲ

単位：億円 単年度の費用・便益 2014年価値換算値 社会的 デフレータ
番 費　用　　(消費税抜き) 便　益 費用 便益 割引率 2005 2014 費用整理 便益整理
号 西暦 和暦 事業費 維持管理 計  (Ｃ） （Ｂ) 乗数 割引率 年基準 年基準 （億円) (億円)

172.3 43.1 215.3 8,825 200.84 4,069.12 105.3 事業費 維持管理 高潮時 － －
1 2005 H17 2.4 0.0 2.4 0.0 3.55 0.00 -9 1.423 100.0 95.0 2.37 0.00 0.00 H17
2 2006 H18 8.7 0.0 8.7 0.0 12.36 0.00 -8 1.369 101.2 96.1 8.68 0.00 0.00 H18
3 2007 H19 11.5 0.0 11.5 0.0 15.37 0.00 -7 1.316 103.3 98.1 11.46 0.00 0.00 H19
4 2008 H20 8.4 0.0 8.4 0.0 10.53 0.00 -6 1.265 106.6 101.2 8.42 0.00 0.00 H20
5 2009 H21 11.8 0.0 11.8 0.0 14.46 0.00 -5 1.217 104.5 99.2 11.80 0.00 0.00 H21
6 2010 H22 9.3 0.0 9.3 0.0 10.97 0.00 -4 1.170 104.9 99.6 9.34 0.00 0.00 H22
7 2011 H23 9.5 0.0 9.5 0.0 10.58 0.00 -3 1.125 106.3 100.9 9.50 0.00 0.00 H23
8 2012 H24 22.8 0.3 23.1 148.1 24.94 160.21 -2 1.082 105.3 100.0 22.75 0.31 148.13 H24
9 2013 H25 17.1 0.3 17.4 148.1 18.10 154.05 -1 1.040 105.3 100.0 17.10 0.31 148.13 H25

10 2014 H26 9.3 0.3 9.6 148.1 9.57 148.13 0 1.000 105.3 100.0 9.26 0.31 148.13 H26
11 2015 H27 11.1 0.3 11.4 148.1 10.98 142.43 1 0.962 105.3 100.0 11.11 0.31 148.13 H27
12 2016 H28 11.3 0.3 11.6 148.1 10.69 136.95 2 0.925 105.3 100.0 11.26 0.31 148.13 H28
13 2017 H29 10.8 0.3 11.1 148.1 9.90 131.68 3 0.889 105.3 100.0 10.83 0.31 148.13 H29
14 2018 H30 10.9 0.3 11.2 148.1 9.58 126.62 4 0.855 105.3 100.0 10.90 0.31 148.13 H30
15 2019 H31 10.3 0.3 10.6 148.1 8.72 121.75 5 0.822 105.3 100.0 10.31 0.31 148.13 H31
16 2020 H32 7.2 0.8 8.0 160.0 6.32 126.48 6 0.790 105.3 100.0 7.18 0.83 160.03 H32
17 2021 H33 0.0 0.9 0.9 176.5 0.65 134.12 7 0.760 105.3 100.0 0.86 176.50 H33
18 2022 H34 0.0 0.9 0.9 176.5 0.63 128.96 8 0.731 105.3 100.0 0.86 176.50 H34
19 2023 H35 0.0 0.9 0.9 176.5 0.61 124.00 9 0.703 105.3 100.0 0.86 176.50 H35
20 2024 H36 0.0 0.9 0.9 176.5 0.58 119.23 10 0.676 105.3 100.0 0.86 176.50 H36
21 2025 H37 0.0 0.9 0.9 176.5 0.56 114.65 11 0.650 105.3 100.0 0.86 176.50 H37
22 2026 H38 0.0 0.9 0.9 176.5 0.54 110.24 12 0.625 105.3 100.0 0.86 176.50 H38
23 2027 H39 0.0 0.9 0.9 176.5 0.52 106.00 13 0.601 105.3 100.0 0.86 176.50 H39
24 2028 H40 0.0 0.9 0.9 176.5 0.50 101.92 14 0.577 105.3 100.0 0.86 176.50 H40
25 2029 H41 0.0 0.9 0.9 176.5 0.48 98.00 15 0.555 105.3 100.0 0.86 176.50 H41
26 2030 H42 0.0 0.9 0.9 176.5 0.46 94.23 16 0.534 105.3 100.0 0.86 176.50 H42
27 2031 H43 0.0 0.9 0.9 176.5 0.44 90.61 17 0.513 105.3 100.0 0.86 176.50 H43
28 2032 H44 0.0 0.9 0.9 176.5 0.43 87.12 18 0.494 105.3 100.0 0.86 176.50 H44
29 2033 H45 0.0 0.9 0.9 176.5 0.41 83.77 19 0.475 105.3 100.0 0.86 176.50 H45
30 2034 H46 0.0 0.9 0.9 176.5 0.39 80.55 20 0.456 105.3 100.0 0.86 176.50 H46
31 2035 H47 0.0 0.9 0.9 176.5 0.38 77.45 21 0.439 105.3 100.0 0.86 176.50 H47
32 2036 H48 0.0 0.9 0.9 176.5 0.36 74.47 22 0.422 105.3 100.0 0.86 176.50 H48
33 2037 H49 0.0 0.9 0.9 176.5 0.35 71.61 23 0.406 105.3 100.0 0.86 176.50 H49
34 2038 H50 0.0 0.9 0.9 176.5 0.34 68.85 24 0.390 105.3 100.0 0.86 176.50 H50
35 2039 H51 0.0 0.9 0.9 176.5 0.32 66.21 25 0.375 105.3 100.0 0.86 176.50 H51
36 2040 H52 0.0 0.9 0.9 176.5 0.31 63.66 26 0.361 105.3 100.0 0.86 176.50 H52
37 2041 H53 0.0 0.9 0.9 176.5 0.30 61.21 27 0.347 105.3 100.0 0.86 176.50 H53
38 2042 H54 0.0 0.9 0.9 176.5 0.29 58.86 28 0.333 105.3 100.0 0.86 176.50 H54
39 2043 H55 0.0 0.9 0.9 176.5 0.28 56.59 29 0.321 105.3 100.0 0.86 176.50 H55
40 2044 H56 0.0 0.9 0.9 176.5 0.27 54.42 30 0.308 105.3 100.0 0.86 176.50 H56
41 2045 H57 0.0 0.9 0.9 176.5 0.26 52.32 31 0.296 105.3 100.0 0.86 176.50 H57
42 2046 H58 0.0 0.9 0.9 176.5 0.25 50.31 32 0.285 105.3 100.0 0.86 176.50 H58
43 2047 H59 0.0 0.9 0.9 176.5 0.24 48.38 33 0.274 105.3 100.0 0.86 176.50 H59
44 2048 H60 0.0 0.9 0.9 176.5 0.23 46.52 34 0.264 105.3 100.0 0.86 176.50 H60
45 2049 H61 0.0 0.9 0.9 176.5 0.22 44.73 35 0.253 105.3 100.0 0.86 176.50 H61
46 2050 H62 0.0 0.9 0.9 176.5 0.21 43.01 36 0.244 105.3 100.0 0.86 176.50 H62
47 2051 H63 0.0 0.9 0.9 176.5 0.20 41.35 37 0.234 105.3 100.0 0.86 176.50 H63
48 2052 H64 0.0 0.9 0.9 176.5 0.19 39.76 38 0.225 105.3 100.0 0.86 176.50 H64
49 2053 H65 0.0 0.9 0.9 176.5 0.19 38.23 39 0.217 105.3 100.0 0.86 176.50 H65
50 2054 H66 0.0 0.9 0.9 176.5 0.18 36.76 40 0.208 105.3 100.0 0.86 176.50 H66
51 2055 H67 0.0 0.9 0.9 176.5 0.17 35.35 41 0.200 105.3 100.0 0.86 176.50 H67
52 2056 H68 0.0 0.9 0.9 176.5 0.17 33.99 42 0.193 105.3 100.0 0.86 176.50 H68
53 2057 H69 0.0 0.9 0.9 176.5 0.16 32.68 43 0.185 105.3 100.0 0.86 176.50 H69
54 2058 H70 0.0 0.9 0.9 176.5 0.15 31.42 44 0.178 105.3 100.0 0.86 176.50 H70
55 2059 H71 0.0 0.9 0.9 176.5 0.15 30.22 45 0.171 105.3 100.0 0.86 176.50 H71
56 2060 H72 0.0 0.9 0.9 176.5 0.14 29.05 46 0.165 105.3 100.0 0.86 176.50 H72
57 2061 H73 0.0 0.9 0.9 176.5 0.14 27.94 47 0.158 105.3 100.0 0.86 176.50 H73
58 2062 H74 0.0 0.6 0.6 28.4 0.08 4.32 48 0.152 105.3 100.0 0.55 28.37 H74
59 2063 H75 0.0 0.6 0.6 28.4 0.08 4.15 49 0.146 105.3 100.0 0.55 28.37 H75
60 2064 H76 0.0 0.6 0.6 28.4 0.08 3.99 50 0.141 105.3 100.0 0.55 28.37 H76
61 2065 H77 0.0 0.6 0.6 28.4 0.07 3.84 51 0.135 105.3 100.0 0.55 28.37 H77
62 2066 H78 0.0 0.6 0.6 28.4 0.07 3.69 52 0.130 105.3 100.0 0.55 28.37 H78
63 2067 H79 0.0 0.6 0.6 28.4 0.07 3.55 53 0.125 105.3 100.0 0.55 28.37 H79
64 2068 H80 0.0 0.6 0.6 28.4 0.07 3.41 54 0.120 105.3 100.0 0.55 28.37 H80
65 2069 H81 0.0 0.6 0.6 28.4 0.06 3.28 55 0.116 105.3 100.0 0.55 28.37 H81
66 2070 H82 0.0 0.0 0.0 16.5 0.00 1.83 56 0.111 105.3 100.0 0.04 16.46 H82

海岸管理者

20.260

海岸名 ［分析結果］
都道府県名

H17

H82供用終了年

維持管理費（事業費の0.5%）広島港海岸 H26

3,868.28H32

合計

地区

評価種別
広島県

52.753%

地区名
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【参考資料２－２】

●費用対効果分析結果（残事業）
34 広島 総事業費　(税込）　　 66.51 （億円) 社会的割引率 4.0%

0.31 （億円/年) 基準年 2014

高潮時便益 27.90 （億円/年) 整備開始年 2005 ＣＢＲ
整備終了年 2020 ＮＰＶ 億円

2 再評価 2070 ＥＩＲＲ

単位：億円 単年度の費用・便益 2014年価値換算値 社会的 デフレータ
番 費　用　　(消費税抜き) 便　益 費用 便益 割引率 2005 2014 費用整理 便益整理
号 西暦 和暦 事業費 維持管理 計  (Ｃ） （Ｂ) 乗数 割引率 年基準 年基準 （億円) (億円)

61.6 15.4 77.0 1,395 59.59 481.83 105.3 事業費 維持管理 高潮時 － －
1 2005 H17 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -9 1.423 100.0 95.0 0.00 0.00 H17
2 2006 H18 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -8 1.369 101.2 96.1 0.00 0.00 H18
3 2007 H19 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -7 1.316 103.3 98.1 0.00 0.00 H19
4 2008 H20 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -6 1.265 106.6 101.2 0.00 0.00 H20
5 2009 H21 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -5 1.217 104.5 99.2 0.00 0.00 H21
6 2010 H22 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -4 1.170 104.9 99.6 0.00 0.00 H22
7 2011 H23 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -3 1.125 106.3 100.9 0.00 0.00 H23
8 2012 H24 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -2 1.082 105.3 100.0 0.00 0.00 H24
9 2013 H25 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 -1 1.040 105.3 100.0 0.00 0.00 H25

10 2014 H26 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0 1.000 105.3 100.0 0.00 0.00 H26
11 2015 H27 11.1 0.0 11.1 0.0 10.68 0.00 1 0.962 105.3 100.0 11.11 0.00 0.00 H27
12 2016 H28 11.3 0.0 11.3 0.0 10.41 0.00 2 0.925 105.3 100.0 11.26 0.00 0.00 H28
13 2017 H29 10.8 0.0 10.8 0.0 9.63 0.00 3 0.889 105.3 100.0 10.83 0.00 0.00 H29
14 2018 H30 10.9 0.0 10.9 0.0 9.32 0.00 4 0.855 105.3 100.0 10.90 0.00 0.00 H30
15 2019 H31 10.3 0.0 10.3 0.0 8.47 0.00 5 0.822 105.3 100.0 10.31 0.00 0.00 H31
16 2020 H32 7.2 0.3 7.4 11.9 5.89 9.41 6 0.790 105.3 100.0 7.18 0.27 11.91 H32
17 2021 H33 0.0 0.3 0.3 27.9 0.23 21.20 7 0.760 105.3 100.0 0.31 27.90 H33
18 2022 H34 0.0 0.3 0.3 27.9 0.22 20.39 8 0.731 105.3 100.0 0.31 27.90 H34
19 2023 H35 0.0 0.3 0.3 27.9 0.22 19.60 9 0.703 105.3 100.0 0.31 27.90 H35
20 2024 H36 0.0 0.3 0.3 27.9 0.21 18.85 10 0.676 105.3 100.0 0.31 27.90 H36
21 2025 H37 0.0 0.3 0.3 27.9 0.20 18.13 11 0.650 105.3 100.0 0.31 27.90 H37
22 2026 H38 0.0 0.3 0.3 27.9 0.19 17.43 12 0.625 105.3 100.0 0.31 27.90 H38
23 2027 H39 0.0 0.3 0.3 27.9 0.18 16.76 13 0.601 105.3 100.0 0.31 27.90 H39
24 2028 H40 0.0 0.3 0.3 27.9 0.18 16.11 14 0.577 105.3 100.0 0.31 27.90 H40
25 2029 H41 0.0 0.3 0.3 27.9 0.17 15.49 15 0.555 105.3 100.0 0.31 27.90 H41
26 2030 H42 0.0 0.3 0.3 27.9 0.16 14.90 16 0.534 105.3 100.0 0.31 27.90 H42
27 2031 H43 0.0 0.3 0.3 27.9 0.16 14.33 17 0.513 105.3 100.0 0.31 27.90 H43
28 2032 H44 0.0 0.3 0.3 27.9 0.15 13.77 18 0.494 105.3 100.0 0.31 27.90 H44
29 2033 H45 0.0 0.3 0.3 27.9 0.15 13.24 19 0.475 105.3 100.0 0.31 27.90 H45
30 2034 H46 0.0 0.3 0.3 27.9 0.14 12.74 20 0.456 105.3 100.0 0.31 27.90 H46
31 2035 H47 0.0 0.3 0.3 27.9 0.14 12.25 21 0.439 105.3 100.0 0.31 27.90 H47
32 2036 H48 0.0 0.3 0.3 27.9 0.13 11.77 22 0.422 105.3 100.0 0.31 27.90 H48
33 2037 H49 0.0 0.3 0.3 27.9 0.12 11.32 23 0.406 105.3 100.0 0.31 27.90 H49
34 2038 H50 0.0 0.3 0.3 27.9 0.12 10.89 24 0.390 105.3 100.0 0.31 27.90 H50
35 2039 H51 0.0 0.3 0.3 27.9 0.12 10.47 25 0.375 105.3 100.0 0.31 27.90 H51
36 2040 H52 0.0 0.3 0.3 27.9 0.11 10.06 26 0.361 105.3 100.0 0.31 27.90 H52
37 2041 H53 0.0 0.3 0.3 27.9 0.11 9.68 27 0.347 105.3 100.0 0.31 27.90 H53
38 2042 H54 0.0 0.3 0.3 27.9 0.10 9.31 28 0.333 105.3 100.0 0.31 27.90 H54
39 2043 H55 0.0 0.3 0.3 27.9 0.10 8.95 29 0.321 105.3 100.0 0.31 27.90 H55
40 2044 H56 0.0 0.3 0.3 27.9 0.09 8.60 30 0.308 105.3 100.0 0.31 27.90 H56
41 2045 H57 0.0 0.3 0.3 27.9 0.09 8.27 31 0.296 105.3 100.0 0.31 27.90 H57
42 2046 H58 0.0 0.3 0.3 27.9 0.09 7.95 32 0.285 105.3 100.0 0.31 27.90 H58
43 2047 H59 0.0 0.3 0.3 27.9 0.08 7.65 33 0.274 105.3 100.0 0.31 27.90 H59
44 2048 H60 0.0 0.3 0.3 27.9 0.08 7.35 34 0.264 105.3 100.0 0.31 27.90 H60
45 2049 H61 0.0 0.3 0.3 27.9 0.08 7.07 35 0.253 105.3 100.0 0.31 27.90 H61
46 2050 H62 0.0 0.3 0.3 27.9 0.08 6.80 36 0.244 105.3 100.0 0.31 27.90 H62
47 2051 H63 0.0 0.3 0.3 27.9 0.07 6.54 37 0.234 105.3 100.0 0.31 27.90 H63
48 2052 H64 0.0 0.3 0.3 27.9 0.07 6.29 38 0.225 105.3 100.0 0.31 27.90 H64
49 2053 H65 0.0 0.3 0.3 27.9 0.07 6.04 39 0.217 105.3 100.0 0.31 27.90 H65
50 2054 H66 0.0 0.3 0.3 27.9 0.06 5.81 40 0.208 105.3 100.0 0.31 27.90 H66
51 2055 H67 0.0 0.3 0.3 27.9 0.06 5.59 41 0.200 105.3 100.0 0.31 27.90 H67
52 2056 H68 0.0 0.3 0.3 27.9 0.06 5.37 42 0.193 105.3 100.0 0.31 27.90 H68
53 2057 H69 0.0 0.3 0.3 27.9 0.06 5.17 43 0.185 105.3 100.0 0.31 27.90 H69
54 2058 H70 0.0 0.3 0.3 27.9 0.05 4.97 44 0.178 105.3 100.0 0.31 27.90 H70
55 2059 H71 0.0 0.3 0.3 27.9 0.05 4.78 45 0.171 105.3 100.0 0.31 27.90 H71
56 2060 H72 0.0 0.3 0.3 27.9 0.05 4.59 46 0.165 105.3 100.0 0.31 27.90 H72
57 2061 H73 0.0 0.3 0.3 27.9 0.05 4.42 47 0.158 105.3 100.0 0.31 27.90 H73
58 2062 H74 0.0 0.3 0.3 27.9 0.05 4.25 48 0.152 105.3 100.0 0.31 27.90 H74
59 2063 H75 0.0 0.3 0.3 27.9 0.05 4.08 49 0.146 105.3 100.0 0.31 27.90 H75
60 2064 H76 0.0 0.3 0.3 27.9 0.04 3.93 50 0.141 105.3 100.0 0.31 27.90 H76
61 2065 H77 0.0 0.3 0.3 27.9 0.04 3.78 51 0.135 105.3 100.0 0.31 27.90 H77
62 2066 H78 0.0 0.3 0.3 27.9 0.04 3.63 52 0.130 105.3 100.0 0.31 27.90 H78
63 2067 H79 0.0 0.3 0.3 27.9 0.04 3.49 53 0.125 105.3 100.0 0.31 27.90 H79
64 2068 H80 0.0 0.3 0.3 27.9 0.04 3.36 54 0.120 105.3 100.0 0.31 27.90 H80
65 2069 H81 0.0 0.3 0.3 27.9 0.04 3.23 55 0.116 105.3 100.0 0.31 27.90 H81
66 2070 H82 0.0 0.0 0.0 16.0 0.00 1.78 56 0.111 105.3 100.0 0.04 16.00 H82

8.085

維持管理費（事業費の0.5%）

都道府県名

広島県
H82 25.317%

H23

422.24H32
地区名

［分析結果］

合計

H17
海岸管理者

広島港海岸

評価種別

海岸名

地区

供用終了年
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広
島

港
海
岸

直
轄

海
岸

保
全

施
設

整
備

事
業

費
用

便
益

の
概

要

便
益

単
位

当
り
の

便
益

項
目

区
分

単
位

備
考

単
位

単
位

単
位

浸
水
防
護
便
益

浸
水
地
域
（
高
潮
）
の
被

害
軽
減
効
果

1
7
6
億
円
/
年

高
潮
時
の
年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
。

1
7
6
億
円
/
年

0
.0

億
円
/
年

1
7
6
億
円
/
年

費
用

　
費
用
項
目

　
事
業
の
対
象
施
設

効
果
（
平
均
値
）

建
設
費
、
維
持
管
理
費

護
岸
（
改
良
）
、
堤
防
（
改
良
）
、
陸
閘

差
W
it
h
o
u
t

W
it
h
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浸水地域の被害軽減効果 

 

広島港海岸において、当該事業を実施することにより軽減される浸水被害を便益として計上した。算出された被害

軽減額は以下のとおり。 

 （百万円／年） 

項  目 一般資産被害額 公共土木被害額 公益事業等被害額 計 

①Without 時（事業を未実施） 10,962 6,577 110 17,649

②With 時（事業を実施） 0 0 0 0

被害軽減額（①－②） 10,962 6,577 110 17,649

※上記表内数値は、端数処理により合計は必ずしも一致しない。 

 

被害軽減額の算出方法 

① 想定浸水地域内の資産額 

現況の海岸保全施設において想定される浸水地域内の一般資産は以下のとおり。 

（百万円） 

家屋 家庭用品 農漁家資産 事業所 計 

98,150 134,980 73 105,004 338,207 

 

※ 家屋、家庭用品及び農漁家資産は、治水経済調査マニュアル(案)各種資産評価単価及びデフレーター（平成 26 年 2 月）における『家屋１m2

あたりの評価額』、『１世帯当たり家庭用品評価額』及び『農漁家１戸当たり償却資産及び在庫資産評価額』を基に算出、事業所は総務省統

計局事業所統計調査を基に算出。 

 

② 外力規模毎の想定被害額 

上記①に対し、外力規模を発生確率年毎に設定し、それぞれの外力規模（10年確率波～50年確率波）で浸水深さ

を算定し、浸水深さに応じた被害率を乗じることにより被害額を算出した。 

 

（百万円／年） 

発生確率 
被害額 

家屋 家庭用品 農漁家資産 事業所資産 農作物 計 

1/10 386 464 0 16,992 0 17,842 

1/20 2,480 2,904 1 18,975 0 24,358 

1/30 8,058 14,988 6 27,977 0 51,028 

1/40 16,227 39,661 13 43,802 0 99,702 

1/50 24,731 62,122 19 62,217 0 149,087 
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③ 想定される確率波毎の被害額の算定 

上記②で示した発生確率毎の被害軽減額の平均値に、区間確率を乗じて年平均被害軽減額（期待値）を算出し、

合計した結果、一般資産等被害額は 109.6 億円となった。 

 

 

 

④ 公共土木施設被害額、公益事業等被害額の算出 

③で求めた一般資産等被害額に対して、公共土木施設被害額と公益事業等被害額は以下の比率によって算出さ

れる（海岸事業の費用便益分析指針（H16.6）における都市部の比率より） 

一般資産等被害額：公共土木被害額：公益事業被害額＝100 : 60 : 1 = 109.6 : 65.8 : 1.1 （億円） 

 

（百万円）

発生確率
①被害額

（事業を未実
施）

②被害額
（事業を実施）

③被害軽減額
（①－②）

④区間平均
被害軽減額

⑤区間確率
⑥年平均

被害軽減額
（④×⑤）

⑦年平均被害軽減額の累計
（＝年平均被害軽減期待額）

0

0

0 149,087
0.00500

17,842

24,359

51,028

99,702

628

628

622 10,962

1/30 51,028
0.00833 10,340

0.01667 9,712

1/50 149,087

37,694

75,365

124,395
1/40 99,702

1/20
0.05000 9,084

1 0
0.90000 8,0298,921

21,101

0

0

24,359

1/10 17,842

0

8,029

1,055

0
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海岸事業

事業名： 広島港海岸保全施設整備事業（全体事業費）

評価年度： 平成26年度（再評価）

区分 工種・項目 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 1 13,676

護岸 ｍ 10,256 11,810

堤防 ｍ 2,386 1,702

陸閘 基 1 164

間接経費 式 3,208

工事諸費 式 1,416

事業費　計 式 18,300

区分 工種・項目 単位 数量
金額

（百万円/年）
備考

維持管理費 式 1 92

事業費の内訳書
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海岸事業

事業名： 広島港海岸保全施設整備事業（残事業費）

評価年度： 平成26年度（再評価）

区分 工種・項目 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 1 4,971

護岸 ｍ 8,805 4,500

堤防 ｍ 2,386 352

陸閘 基 1 120

間接経費 式 1,166

工事諸費 式 514

事業費　計 式 6,651

区分 工種・項目 単位 数量
金額

（百万円/年）
備考

維持管理費 式 1 33

事業費の内訳書
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広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業

〔広島県への意見照会と回答〕
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